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地域相談機関の権利擁護に関するネットワーク形成状況調査 
◎本調査は高齢者や障害者の権利擁護に関するネットワーク形成状況を調査するものです。 
○本調査は事業所を対象としています。事業所毎にご回答下さいますよう、お願いいたします。 
○当てはまる□にチェック、又は当てはまる数字に○をつけ、（ ）内に必要事項をご記入下さい。 

機関・施設等名称  所在地 市・区・町・村

区分 
□行政（高齢者担当）  □地域包括支援ｾﾝﾀｰ  □在宅介護支援ｾﾝﾀｰ 
□行政（障害者担当）  □障害者相談支援機関 

対象利用者 
（複数回答可） 

□高齢者  
□障害者（児）  ⇒ □身体障害   □知的障害   □精神障害 
□その他（                          ）  □不特定 

記入者名 
職種・連絡先 

お名前                     Tel 
職 種                         （差し支えない範囲でお書きください） 

同封の返信用封筒をご利用いただき、平成１９年８月１７日（金）までにご回答をお願いいたします 
    【平成１９年６月末日現在】 

 
Ⅰ 高齢者・障害者の権利擁護事案に関するケース会議等の実施状況について 

１．貴所の職員間でケース会議や事例検討会（情報交換会、勉強会）等を実施していますか 
□ 実施している 

□ 実施していない ⇒その理由について、当てはまる数字に○をつけて下さい（複数回答可）。 

１．適切な助言者がいない        ２．日程調整が困難なため 
３．担当員で十分対応が可能なため  ４．開催の方向で検討中  
５．その他 （                    ） 

 
 ※以下のａ、ｂは「実施している」と回答した機関のみお答えください。 

ａ 貴所の職員間のケース会議や事例検討会等について、実施頻度の高いものから順にご記入ください。 

名   称 
 

実施頻度 

※18 年度実績 

□定期的に開催 ⇒ □年  □月  □週  （       回程度）  

□随時開催 
① 

参 加 者 

（複数選択可） 

□当事者  □貴職員（職種：                                 ） 

□助言者 （                ） □その他 （                 ） 

名   称 
 

実施頻度 

※18 年度実績 

□定期的に開催 ⇒ □年  □月  □週  （       回程度）  

□随時開催 
② 

参 加 者 

（複数選択可） 

□当事者  □貴職員（職種：                                 ） 

□助言者 （                ） □その他 （                 ） 

名   称 
 

実施頻度 

※18 年度実績 

□定期的に開催 ⇒ □年  □月  □週  （       回程度）  

□随時開催 
③ 

参 加 者 

（複数選択可） 

□当事者  □貴職員（職種：                                 ） 

□助言者 （                ） □その他 （                 ） 



 

ｂ 貴所の職員間のケース会議や事例検討会等の実施にあたり、課題としていることは何ですか 

                                                 （複数回答可） 

□ （１）権利擁護に関する事案の知識、経験を持つ参加者がいない 

□ （２）専門的な立場でケース対応のアドバイスをする助言者がいない 

□ （３）助言者の依頼等に伴う費用負担が大きい 
□ （４）その他（                                  ） 

 
 

２．他の関係機関とのケース会議や事例検討会（情報交換会、勉強会）等を貴所が主催で開催してい

ますか 
□ 開催している 

□ 開催していない ⇒その理由について、当てはまる数字に○をつけて下さい（複数回答可）。 

１．適切な助言者がいない    ２．開催費用等がない 
３．調整が困難なため       ４．所内で十分対応が可能だから 
５．開催機関との関係性が薄い 6．開催の方向で検討・調整中 
７．その他（                                 ） 

   
※以下のａ、ｂは「開催している」と回答した機関のみお答えください。 

ａ 他の関係機関とのケース会議や事例検討会等について、開催頻度の高いものから順にご記入ください。 

名   称 
 

実施頻度 

※18 年度実績 

□定期的に開催 ⇒ □年  □月  □週  （       回程度）  

□随時開催 ① 

参 加 者 

（複数選択可） 

□当事者  □貴職員（職種：                               ） 

□関係機関職員（職種：                                  ） 

□助言者 （                ） □その他 （                 ） 

名   称 
 

実施頻度 

※18 年度実績 

□定期的に開催 ⇒ □年  □月  □週  （       回程度）  

□随時開催 ② 

参 加 者 

（複数選択可） 

□当事者  □貴職員（職種：                               ） 

□関係機関職員（職種：                                  ） 

□助言者 （                ） □その他 （                 ） 

名   称 
 

実施頻度 

※18 年度実績 

□定期的に開催 ⇒ □年  □月  □週  （       回程度）  

□随時開催 ③ 

参 加 者 

（複数選択可） 

□当事者  □貴職員（職種：                               ） 

□関係機関職員（職種：                                  ） 

□助言者 （                ） □その他 （                 ） 
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ｂ 他の関係機関とのケース会議や事例検討会等の主催者として、課題としていることは何ですか 

（複数回答可） 

□ （１）権利擁護に関する事案の知識、経験を持つ参加者がいない 

□ （２）専門的な立場でケース対応のアドバイスをする助言者がいない 

□ （３）交通費や参加費、助言者の依頼等に伴う費用負担が大きい 
□ （４）その他（                                  ） 

 
 

３．他の関係機関が主催するケース会議や事例検討会（情報交換会、勉強会）等に参加していますか 
□ 参加している 

□ 参加していない ⇒その理由について、当てはまる数字に○をつけて下さい（複数回答可）。 

１．日程調整が困難なため     ２．開催場所が遠いため 
３．参加費用等が必要なため   ４．所内で十分対応が可能だから 
５．開催機関との関係性が薄い  ６．参加の方向で検討・調整中 
７．その他（                                  ） 

   
※以下のａ、ｂは「参加している」と回答した機関のみお答えください。 

ａ 他の関係機関が主催するケース会議や事例検討会等について、参加頻度の高いものから順にご

記入ください。 

名   称 
 

（実施主体機関名：                                      ） 
① 

実施頻度 
※18 年度実績 

□定期的に開催 ⇒ □年  □月  □週  （       回程度）  
□随時開催 

名   称 
 

（実施主体機関名：                                      ） 
② 

実施頻度 
※18 年度実績 

□定期的に開催 ⇒ □年  □月  □週  （       回程度）  
□随時開催 

名   称 
 

（実施主体機関名：                                      ） 
③ 

実施頻度 
※18 年度実績 

□定期的に開催 ⇒ □年  □月  □週  （       回程度）  
□随時開催 

 

ｂ 他の関係機関が主催するケース会議や事例検討会等の参加にあたり、課題としていることは何で

すか 

（複数回答可） 

□ （１）権利擁護に関する事案の知識、経験を持つ参加者がいない 

□ （２）専門的な立場でケース対応のアドバイスをする助言者がいない 

□ （３）交通費や参加費、助言者の依頼等に伴う費用負担が大きい 
□ （４）その他（                                  ） 
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Ⅱ 高齢者・障害者の権利擁護事案に関する関係機関等との連携状況について 

１．貴所での関係機関等との連携状況についてお答えください。 

ａ すでに連携している関係者・関係機関等について、チェックしてください（複数回答可） 

ａ すでに連携している関係者・関係機関等 
法律関係者 □ 弁護士 

□ 社会保険労務士 

□ 司法書士 

□ 税理士 

□ 行政書士 

□ その他 （ 

□ 消費生活ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

）

医療関係者 □ 医師 (精神科を除く) 

□ 保健師 

□ 精神科医 

□ 臨床心理士 

□ 医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ 

□ その他 （ 

□ 看護士 

）

福祉関係者 □ 社会福祉士 

□ 大学教授等 

□ 精神保健福祉士 

□ その他 （      

□ 介護福祉士 

 

□ 介護支援専門員 

）

福祉関係機関 □ 施設 

□ 在宅ｻｰﾋﾞｽ事業者 

□ 相談機関 

□ その他 （ 

⇒（□認知症 □認知症を除く高齢者 □身体障害 □知的障害 □精神障害 ）

⇒（□認知症 □認知症を除く高齢者 □身体障害 □知的障害 □精神障害 ）

⇒（□認知症 □認知症を除く高齢者 □身体障害 □知的障害 □精神障害 ）

）

当事者団体 

・家族会等 

□ 認知症関係 

□ 精神障害関係 

□ 認知症を除く高齢者関係

□ 女性相談関係 

□ 身体障害関係 

□ その他（ 

□ 知的障害関係 

）

関係者 

・関係団体等 

□ 市区町村社会福祉協議会  

□ オンブズパーソン 

□ その他 （        

□ 民生委員・児童委員

□ ボランティア団体・ＮＰＯ団体

 

□ 人権擁護委員 

□ 自治会・地区社協 

 

□保護司 

 

）

その他 
□ その他 （   ）

 

 

ｂ 今後、特に連携を深めたい関係者・関係機関等について、チェックしてください（複数回答可） 

ｂ 今後、特に連携を深めたい関係者・関係機関等 
法律関係者 □ 弁護士 

□ 社会保険労務士 

□ 司法書士 

□ 税理士 

□ 行政書士 

□ その他 （ 

□ 消費生活ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

）

医療関係者 □ 医師 (精神科を除く) 

□ 保健師 

□ 精神科医 

□ 臨床心理士 

□ 医療ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ 

□ その他 （ 

□ 看護士 

）

福祉関係者 □ 社会福祉士 

□ 大学教授等 

□ 精神保健福祉士 

□ その他 （      

□ 介護福祉士 

 

□ 介護支援専門員 

）

福祉関係機関 □ 施設 

□ 在宅ｻｰﾋﾞｽ事業者 

□ 相談機関 

□ その他 （ 

⇒（□認知症 □認知症を除く高齢者 □身体障害 □知的障害 □精神障害 ）

⇒（□認知症 □認知症を除く高齢者 □身体障害 □知的障害 □精神障害 ）

⇒（□認知症 □認知症を除く高齢者 □身体障害 □知的障害 □精神障害 ）

）

当事者団体 

・家族会等 

□ 認知症関係 

□ 精神障害関係 

□ 認知症を除く高齢者関係

□ 女性相談関係 

□ 身体障害関係 

□ その他（ 

□ 知的障害関係 

）

関係者 

・関係団体等 

□ 市区町村社会福祉協議会  

□ オンブズパーソン 

□ その他 （        

□ 民生委員・児童委員

□ ボランティア団体・ＮＰＯ団体

 

□ 人権擁護委員 

□ 自治会・地区社協 

 

□保護司 

 

）

その他 
□ その他 （   ）



 

かながわ権利擁護相談センター「あしすと」では権利擁護にかかわる各地域での取り組みの充実とネットワーク

づくりに向け、今年度からケースカンファレンスや学習会、個別相談対応の助言者として、各分野の専門家（＝ア

ドバイザリースタッフ）を派遣します。 

 「アドバイザリースタッフ」は、弁護士、消費生活コンサルタント、社会福祉士、司法書士、行政書士、当事者団

体・ＮＰＯ団体のピアカウンセラー等相談員、その他権利擁護相談経験者を想定しています。 

 

ｃ 貴所として、どのような場合に、どのようなアドバイザリースタッフの派遣が有効と思われますか 

 

 

 

Ⅲ 高齢者・障害者の権利擁護事案について 

高齢者・障害者の権利擁護に関する相談について、課題として認識していること、ご意見やご要望等に

ついて、ご自由にお書き下さい。 

 

 
ご協力いただきありがとうございました。 

かながわ権利擁護相談センター「あしすと」 
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